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（１） 法違反の状況（是正勧告書を交付したもの）
過重労働解消キャンペーン（平成26年11月）の間に、191（32）事業場に対し重点監督を実施し、165（21）事業場
（86.4％（65.6％））で何らかの労働基準関係法令違反が認められた。主な法違反としては、違法な時間外労働が
あったものが93（8）事業場（48.7％（25.0％））、賃金不払残業があったものが64（6）事業場（33.5％（18.8％））、過
重労働による健康障害防止措置が未実施のものが1（0）事業場（0.5％）であった。

１ 「過重労働重点監督月間」における「重点監督」実施状況

（注1）労働基準法第32条違反及び第40条違反〔36協定なく時間外労働を行っているもの、36協定で定める限度時間を超えて

時間外労働を行っているものなど違法な時間外労働があったもの。〕の件数を計上している。

（注2）労働基準法第37条（割増賃金）違反のうち、賃金不払残業の件数を計上している〔計算誤り等は含まない。〕。

（注3）労働安全衛生法第18条違反〔労働安全衛生規則第22条（衛生委員会において、労働者の健康障害の防止及び健康

の保持増進に関する事項について調査審議を行っていないもの。）及び労働安全衛生法第66条の８違反〔１月当たり100時

間以上の時間外労働を行った労働者から、医師による面接指導の申出があったにもかかわらず、面接指導を実施していな

いもの。〕を計上している。

(注4）主な業種右欄の括弧書きは高知労働局管内の件数である。
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